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要 旨

諏訪湖は人為的な富栄養化の著しい湖として知られている。その原因は諏訪湖集水域で行なわれている各種の人間活

動にあるととはわが国の他の湖の場合と同じである。 51 3k~の集水域には約18万人が生活し，その大半が湖 Ic近接する

市街地に集中している。さらに，精密，食品を中心とする産業，温泉と自然景観を売物とする観光関連の施設，高原野

菜を主力とする多施肥型の農業など，長野県下でも高い生産性をもっ地域である。にもかかわらず昭和54年まで、は下水

道もなく，各種の汚水は河川を経て，または直接に諏訪湖に流入していた。諏訪湖の水質汚染，富栄養化はその実情か

ら見て必然的なもので、あったと言えよう。 ζのような諏訪湖の汚染にたいして，汚染防止対策が組織的に取組まれるよ

うになったのは昭和40年の諏訪湖浄化対策研究委員会の発足が最初である。その結論として立案，実行された計画の一

つである諏訪湖流域下水道は昭和54年秋にその一部供用が開始され， 59年12月現在，処理計画人口の34%の整備率に達

している。すでに整備された地域の下水道接続率も 76.3%の高率を示し，下水道終末処理場の初沈流入量は日量にして

約38.000ton IL達している。 結果として，昭和58年の諏訪湖の年間平均水質は52年K比較して，リンで56%に，チッソ

では81%に減衰している。夏期， Ir水の華』発生時期の植物プランクトン量も最大値で70%程度に減少，年間の平均で

は52%まで減少している。その原因の全てを下水道の効果とみるのは楽観的に過ぎるが，台風による出水など，自然現

象との相乗効果によって下水道がより効果的に働いている乙とは確かなようである。しかし，下水道の接続率lζみられ

るように，諏訪湖浄化にたいする住民意識の向上も見逃す乙とは出来ない。下水道建設というハードな対策に加えて，

社会教育を通してのソフトな対策が重要な ζとを示すものでもある。地域の環境保全の原動力として住民の郷土K対す

る愛着が重要であるという指摘は諏訪湖の場合にも良くあてはまる。その愛着を育てるためlζも湖の湖岸の景観は重要な

要素であり，その回復は諏訪湖の保全にとって今後K残された大きな課題である。 3らに，諏訪湖の保全には集水域全

域での総合的な取組が重要である。

緒言

諏訪湖は長野県の中央部にある。標高759mという比

較的高い位置Kありながら富栄養化が著しく進行してい

るζとで知られている。湖面積13.3k1illc対して集水域は

51 3k~で，そのうち約70%が森林，草原で占められてい

る。とのような豊かな自然に固まれている諏訪湖が何故

全国でも有数の富栄養湖と伝ったかは集水域で行なわれ

ている各種の人間活動の内容を見れば明らかである。湖

IL近接している市街地，そζl乙集中している精密，食品

を中心とする産業。温泉と湖，山の自然を核とする観光

関連の施設，高原野菜を主力とする多施肥型の農業など，

長野県下でも高い生産性をもっ地域である。生産力の高

いという乙とは，その地域への物質の負荷も大きい乙と

を意味している。地域l乙発生する負荷l乙対して適切な処

理がされていなければ，その物質は水を通して最終的に
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は諏訪湖l乙集められる ζ とになる。湖の富栄養化の原因

となる主な物質はリンとチッソである乙とはすでに知ら

れている。リンとチッソは乙れまで環境基準の規制項目

からはずれていた物質である。そのために無処理のまま

日夜諏訪湖に流入しつづけてきたわけで，諏訪湖の富栄

養化は，その集水域の人間活動の活発化と併行して，必

然的に起乙ったものと言えよう。昭和59年7月に成立し

た「湖沼法」はその意味で湖の富栄養化に対する一つの

歯止めとなる ζとが期待される。しかし，生命の根源で

ある水を湛える湖の浄化，あるいは湖の回復にとって，

水質規制だけで、は真の効果を期待する ζとは困難である。

より広い，集水域全域を含む全ての人間活動を対象とし

た，湖の富栄養化防止のための総合的な対策が可能とな

る法案の成立が望まれる。その点では，今回の[湖沼法l
fc一歩後退の惑じを拭えないのも事実である。

以下IL，諏訪湖の現況を含めて，とれまでの諏訪湖汚

染防止対策の経過と今後の課題を述べる。
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諏訪湖での富栄養化防止対策の経過

諏訪湖の水質汚濁が社会的問題となり，その対策につ

いての協議が行われるようになったのは昭和40年前後と

言われている。との時期は，諏訪湖を含む松本，諏訪地

域が唯一の内陸の新産業都市として指定された(昭和39

年)時期と一致している。そして，昭和40年11月に諏訪

湖浄化対策研究委員会が発足し，諏訪湖の汚濁について

の調査・研究が公的K始められ，昭和44年K長野県諏訪

湖公害防止協議会および関係市町村による諏訪湖浄化対

策連絡会議の発足となる。現在までに諏訪湖の浄化対策

として行なわれたもの，または行なわれつつある対策は

ほとんどがとの時に協議されたものである。

その内容は， (1)法的規制として環境基準のあてはめと

水質基準の設定， (2)湖の沿岸帯の俊深と湖岸堤防の護岸

工事， (3)諏訪湖流域下水道基本計画の策定である。 ζれ

らの対策のうち流域下水道の完成はまだ10年先ではある

ものの，昭和54年の秋に一部供用が開始されており，他

の二つはすでに行なわれたものである。

ととろで，とれらの対策が諏訪湖の富栄養化防止に果

たして適切なものであったか否かを評価してみると，い

くうかの問題点をI指摘するととが出来る。

その第ーは，今回の「湖沼法JIL定められたリンとチ

ッソに関するものである。乙れは諏訪湖IL限ったととで

はなく，全国の湖沼・内湾のすべてにあてはまる問題点

である。諏訪湖の浄化の目標は「アオコJ(植物プラン

クトン，藍藻類に属するMicrocvsti s spp. による『水

の華』現象)が発生しないζと』とあり，下水道計画策定

の時点で「アオコ」の発生の原因がリンとチッソの湖内

への流入にある ζ とは明らかになっていたはずであるか

ら，リン，チッソについてなんらかの対策を取りとむと

とが必要であった。その時点で何故リン，チッソ対策が

取りとめなかったかは技術的な理由もさる ζとながら，

湖の富栄養化の内容を正しく伝え得なかった研究者側の

責任も大きい。結果として，流域下水道の終末処理場で

の処理方法は従来の標準活性汚泥法となり，さらに，合

成洗剤の飛躍的な普及によって，生活排水中IL大量のリ

ンが混入し，湖の富栄養化に拍車をかける事態を招く乙

ととなった。

第二は，それぞれの対策が湖の回復にとって適切なも

のであったか否かという問題である。特に， (2)1ζ示した

沿岸帯の俊深，護岸は対策として必ずしも適切なものと

は言いがたいものがある。湖の浄化対策1<::.何故護岸が登

場するのか，沿岸帯を全面的に竣深する ζとが妥当なも

のであるのか，湖の回復という総合的な観点から各対策

の評価が行なわれたのかどうかlζついては疑問を感じま

るを得ない。

沿岸帯の竣諜の目的は水生植物の除去とヘドロの除去

であり，一見正当にみえるが，その論拠には知識の短絡

があるように考えられる。確かに，湖内での水生植物の

繁茂は流入する栄養塩を使つての内部生産である乙とに

は間違いはない。結果として，水生植物体としての有機

物が湖内で生産される。しかし， ζの有機物と湖K流入

する各種廃水中の有機物とを同質のものと評価すると乙

ろに誤解がある。仮l乙，水生植物が繁茂しなくなっても，

流入する栄養塩の量が変らなければ，水生植物が吸収し

ていた栄養塩は植物プランクトンに利用され，諏訪湖浄

化の目的となっている「アオコJの発生量を逆に増加さ
せるととになる。

流域下水道の問題点としては終末処理場での下水処理

方法を挙げるととが出来る。流域下水道が計画された当

時は，リン，チッソの除去に関しては技術開発が進んで

いなかったととも事実であるが，それよりも湖の富栄養

化K対する認識が欠けていたとみたほうが良い。 ζれに

ついては，昭和53年に諏訪湖流域下水道三次処理調査委

員会が発足し，技術的，経済的，社会的見地からの調査

・研究が行なわれているが，現段階では脱リン，脱チッ

ソ技術を現実の処理lζとりいれるにはいたっていない。

しかし，乙の委員会での結果の一部は，長野県水質審議

会の知事への答申「諏訪湖に係わる窒素・燐環境基準類

型指定報告JIL生かされ， r湖沼法Jの成立を待つζと
なく，昭和58年11月に諏訪湖に関してのリン，チッソの

目標値を設定するととを可能としている。その内容は，

諏訪湖の水質浄化目標をワカサギの成育l乙適した水準に

おき，最終的には全チッソ 0.6m<J・L-1以下，全リンは

0.05 m<J・L-1以下の，環境庁告示第 140号によるN類型

達成を目指し，各種対策を組合せる ζとによって目標を

達成するとしている。しかし，現実には全チッソに関し

てはその達成が困難である乙とから，流域下水道完成の

目標である昭和70年Kは，当面V類型を暫定目標とし，

段階的な水質回復を期待している。

湖沼の汚染と郷土に対する愛着

ζれまでに述べてきた技術的な面での湖に対する浄化

対策のほかIc，広報，公民館活動，各種団体による浄化

行動が社会教育を通して発展し，一つの効果を諏訪湖浄

化の面に及ぼしている。河川清掃，湖畔清掃などのボラ

ンティア活動もその一つであるが，下水道供用開始地域

における76.3%という接続率に湖沼浄化に対する住民の

認識の広がりをみる乙とができる。

東京大学文学部辻村明教授は，地域の環境保全には住

民の郷土K対する愛着が重要であると指摘している。文

部省科学研究費「環境科学J特別研究の一課題である
「諏訪湖汚染と住民意識J(代表者:辻村 明)のアン
ケー卜調査の結果によると，諏訪湖の汚染防止対策への

今
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住民の取組みと郷土に対する愛着Kは正の相関がみられ

ている。例えば，諏訪湖の汚染についての現状認識と湖

沼回復のためにしなければならないと考える手段Kつい

ての認識に関しては，住んでいる場所の湖からの遠近に

かかわらず，ほぼ同様な程度の認識を大多数の住民が有

している。しかし，現実に湖の回復に対して具体的な行

動をとるかどうかというととκなると，明らかに地域的
な差と，年齢的な差が認められている。即ち，本音と建

前の差は湖から地理的に遠い茅野市がもっとも大きく，

湖Ie:近接する地域での万が具体的浄化行動への参加率が

高い。しかし，湖lζ近接する岡谷市，下諏訪町と諏訪市

といった三つつの地域間Kも差があり，中でも下諏訪町

は湖の回復に特κ具体的な行動をとっている率が高い。
その原因としては，住民の中に具体的かつ中心的な行動

をとる団体がある ζ と，行政の姿勢も，その行動を積極

的K支え，運動を持続させている ζ とを挙げるととがで

きる。社会教育活動もその一つである。

では，その具体的行動をひきだすものは伺であろうか。

それを知る手掛かりとしてアンケートの中に次の三つの

聞いに対する解答結果がある。その一つは具体的な浄化

行動をとっている人達の年代層であり，もう一つは過去

に湖Ie:接した乙とのある体験である。具体的な浄化行動

に参加する率の高い年代は中高齢層で，二十代前後の世

代は低い。一方，水泳，魚とりなど，湖との接触の多か

った人ほど具体的浄化行動を多くとっている。 ζれらの

ととは，すでに湖が汚れ，湖岸に親水性の薄れた時代に

育ち，湖での遊び，湖とのふれあいの体験がない世代で

は湖K対する関心が薄いζ とを物語っている。逆IL，原

体験のある中高年齢層IL，湖Iζ対する愛着と，その湖を

汚してきた ζとに対する自責の念の現われをみるととが

できる。アンケートの結果は辻村教授が分析するように，

湖への愛着度の強さが湖回復への具体的行動に参加する

原動力となっている乙とを示している。

では，伺故に愛着をもっていた湖がとれほど変化して

しまうまで放置されてしまったのであろうか。その点の

解析はまだ行なわれていないが，一つは住民の自然κ対
する甘えと考える ζ とができょう。湖の水を上水として

利用していない諏訪湖周辺の人達にとって，湖は自分た

ちの生活の後始末を黙って引受けてくれていた場であり，

その意味では母なる湖であったに違いない。その抱擁力

を信じ，甘えて，自分自身の生活の便利さのみを追求す

るととに気を奪われて，気がついた時にはすでに湖は疲

へいし，自分たちの子供は湖とのふれあいを拒否される

ほどに変容していたと言えよう。その責任の一端には親

水性を喪失させた湖岸の俊深と護岸といった工事がある。

とはいっても，湖との原体験のあった世代κとっては
母なる湖は母なる湖である乙とには変りなく，その愛着

が湖回復への原動力として再生されつつあるのが諏訪湖

周辺の現状であるとみる ζとができる。

諏訪湖の現状

諏訪湖流域下水道は昭和54年にその一部を供用開始し

て以来5年を経過している。すでに関連公共下水道の費

用も含めると 564億円(実施率39%)が投入され，計画

面積4627haのうちの27%に当たる1237haが整備されてい

る。汚水処理計画人口192，400人K対してはその34%に

相当する人口が下水道に接続可能な段階にあり，その接

続率は全域で76.3%となっている(昭和59年12月現在)。

各市町村別の接続率および整備率は表1.1L示すように，

建設の遅れた茅野市を除くと，ほぼ近い進捗率と接続率

となっている。

表1. 諏訪湖流域下水道事業における整備率と接続率
の現況 (59年12月現在)。 諏訪湖流域下水道事
務所資料

市町村名
接続可能人口 整備率 接続率
(人) (%) (%) 

岡谷市 22，668 34.0 77.9 

諏訪市 21，96 1 38.0 73.1 

茅野市 6，045 20.0 82.4 

下諏訪町 1 2，7 60 43.0 75.4 

合計 64，729 34.0 76.3 

終末処狸場初沈流入量は，年平均で37，91411t'/dayIe:達

し，流入水の年平均BODは131ppmとやや低い。その原

因の一つは諏訪市を主とする温泉水の流入で，現在諏訪

市から流入する汚水の28%が温泉起源となっている。諏

訪湖流域下水道事務所の資料から汚水の除去率および放

流水の水質をみると，全チッソは除去率37.8%，放流水

の水質は23mg/L，全リンでは42.1%， ¥2.2呼VLとなっ

ている(表2)。

表2. 終末処理場での年間平均の除去率と放流水の水
質(諏訪湖流域下水道事務所資料より作成)

水質項目 流入水
放流水 除去率

Min. Max. Mean % 

COD ppm 68 8.1 11.0 9.3 86.3 

BOD ppm 131 3.1 13.0 6.9 94.0 

55 ppm 81 4 2 97.5 

Tota1 N ppm 37 15 28 23 37.8 

Tota1 P ppm 3.8 1.6 3.0 2.2 42.1 

表2の水質と流入汚水量から下水道に収容された全チ

ッソと全リン量を計算すると，それぞれ1295kg/day，

133kg/dayになり，乙の量は下水道が稼働する前に湖に
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流入していたと推定されている量の全チッソで約40%，

全リンでは56.2%に相当するものとなる。

一方，湖内の水質は56年以来若干の変化がみられ，年

間の植物プランクトンによる基礎生産量は下水道稼働以

前の52年K比べて20"'30%程度の減少を示している。そ

乙で，その変化をみるために示したのが表3である。そ

れぞれの数値は，年間10日間隔で行っている信州大学諏

訪臨湖実験所の定期観測l資料をまとめたものである。採
水は毎回表面から湖底まで 1m間隔で，計7層から行い

その平均水質および平均クロロフィル量をもとにして，

各濃度階層ととの頻度と年間の平均値について比較を行

っている。その結果はチッソ，リンおよびクロロフィル

a量ともに濃度あるいは密度が低い万に移行している ζ

とを示している。即ち，湖内の水質に改善のきざしがみ

られ，植物プランクトンの発生量も減少している ζとが

分る。特に，リンは年間の平均濃度で約56%に減少し，

それに対応するように，クロロフィル aの量も約52%に

まで低下している。しかし，チッソに関しては著しい減

少はみられなかった。

58年のそれぞれの結果はけっして下水道の効果だけに

よるものではなし 56， 57年と 2年続けて諏訪地万K大

量の雨を降らせた台風や，経済的理由による湖内での鯉

養魚生産量の削減，合成洗剤の無リン化などが相乗的な

効果となって現れたものと考えられる。

諏訪湖保全の諜題

諏訪湖汚染の原因と経過をみれば，その保全のための

手段は自ずと明らかである。要は，汚染の真の原因を断

つζとにあり，原因を除去せずに姑息な手段で糊塗しよ

うとしても湖の保全には何の役にもたたない。幸い，

「湖沼法Jの成立によって，諏訪湖のチッソ，リンの環
境基準類型指定が生きる可能性がでてきた。目標達成のた

めにはチッソ，リンの各発生源での削減対策が強力に推

しすすめられなくてはならない。そのためには総合的な

施策と各分野の理解ある協力が必要である。行政の1儲:IJ

り意識から湖浄化の足を引張る ζとのないように，行政

内部でも湖の保全lζ対する正しい認識のひろまりを期待

したい。

ととろで，諏訪湖を回復し，保全するためには，湖の

汚染源を抱える集水域全域K対しての総合的な対策が必

要である。そして，その対策の内容も汚染源の質と量に

よって，それぞれに適切なものを組合せる ζとが重要で

ある。下水道のように，すでに行なわれている対策も含

めて，各発生源および湖内での対策と課題を整理してみ

表3. 諏訪湖における流域下水道供用開始前後の水質と植物プランクトンの発生量の比較。各年とも
に10日間隔の測定値をもとにして;各測定値は湖心で得られた平均水質を使用している。下段
は下水道供用開始前後での年間平均水質の相対比を示している。

Total P Frequency(%) Total N Frequency併)
Chlorophyll 

F requency (010) 

(mg ・c1) amount 
(mg・L-1) 1977 1983 1977"'1978 1983 mg ・m-2 1977 1983 

"'0.0 5 0 0.0 12.8 "'0.50 0.0 0.0 ~ 200 23.3 

0.0 5 1 "'0.1 0 0 32.1 66.7 0.5 1"'1.00 1 0.5 1 6.0 201'" 400 2 3.3 4 0.6 

0.101~0.150 25.0 12.8 1. 01~1.5 0 47.4 60.0 401---600 20.0 

0.1 5 1 "'0. 2 0 0 7.1 5.1 1.5 1 ---2.00 3 1.6 24.0 601'" 800 26.7 3.1 

0.2 0 1~0.2 50 1 4.3 2.6 2.0 1 "'2.50 1 0.5 0.0 801---1000 0.0 0.0 

0.25 1 ---0.300 14.3 0.0 2.5 1 "'3.00 0.0 0.0 1 0 0 0'" 6.7 0.0 

0.3 0 1 '" 7.1 0.0 3.01--- 0.0 0.0 

Annual mean Annual mean Annual mean 

value mg ・L-1 
0.157 0.088 

value mg ・L-1
1.5 2"'1.6 1 1.31 

value mg ・m-1
684 3 5 3 

1983/1977(%) 8 1.4 
1983/1977例) 55.9 1983/1977 (%) 51.5 

1983/1978 86.2 

r

、υ



鋪葺オ屯均定て?α〉実寸鐸重

{発生源での対鏑}

石板一
*水田の漏水防止 *水管理の改善

キ施肥法の改善 *畑地造成の改良

生活系

*廃油を流さない *流しでの固形物除去

*紛石自由への転換 *簡易静化槽の波留

自治悼の7ォローが必要

事業所系

*滑化施設の股置 *使用物質の管理

*環境保全対策の倣底*事故防止

*鹿村下水道

*観光地下水道

*目的に適合した

処理の規模

姐理の方法

2可'11

湖の環境保全対策(生懸系としτの構造と機能の保全)
水質の改善

キ掩入水中のN.Pの低減
*湖内の汚染源対策{養魚)

生態系の正常化

*ため池、水路の利用

*水滑化ゾーンを股りる

(水質}

河川へのゴミ投棄防止

河川清鍋

河川般の適切な管理

河辺林の配置{保積・育成)

野生生物成育環境の保持

*水生縞物補の再生→湖内・湖外生物の再生産の場の回復

*湖内ラグーンの創造

蹟観の保全

*湖岸蘇林公園→緑のベルト、親水性環境護岸、人工物扇観規制

*湖岸檎鋼、湖内の搾遊ゴミを清掃船で回収

自然系

*集水減での水収支特性の見直し

*土地利用の見直し

*都市化に対する対策

*きめこまかな観測体制

{水量、流出パターン}

湖の保全を核とする広域の、総合的怠

環境保全対策

精神的パックボーン

主也踊足。〉金三ま舌強震;修量匂:>i:呆壬を

具体的信目標

図 1. 諏訪湖の保全を核とする地域環境保全のための諸対策
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ると図 lのようになる。

集水域での対策は大きく二つに分けられる。その一つ

は発生量の削減であり，他の一つは発生してしまったも

のの処理対策である。特11:.，面的発生源である農・畜産

系にあっては処理対策が非常に困難であるととから，施

肥方法または肥料の質の変換，水田の漏水防止，畑地造

成の改良などによる発生量自体の削減に有効な対策を考

える必要がある。農地自体は食料生産の場であるから，

生産を削減するととはできない。現状の生産量を維持し

ながらチッソ成分の発生量を抑制するととには難しい面

が多々あるとは思うが，そζを人聞の知恵で乗切るとと

が環境保全にとって大切な乙とでもある。

生活系の発生源についても同様である。下水道ができ

れば全て収容されるといった安易な考え方では真の環境

保全にはつながらない。やはり，発生源での量的削減と

有害物の除去の意識が重要である。湖の浄化を含めて，

人間の生活環境の保全という立場からの対策となれば，

廃油を流3ないととや，合成洗剤の粉石鹸への切替えな

ども必要となろう。しかし， ζれらの乙とは住民に任せ

ておけば良いというわけではなく，関係自治体の適切な

支援が必要である。例えば，雑排水処理のための浄化槽

が設置されても，その汚泥処理κは自治体でのなんらか
の支援態勢がなくては本来の目的である発生量の削減に

はならない。

最近は，生活系からの発生量の比重が増加している乙

とから，事業所系の排水についてはややもすると見逃し

やすい。確かに，排水量の多い事業所についてはすでに

処理施設が整備され，一時期l乙比較すると相当の努力が

行なわれている。しかし，それは相対的なもので，発生

量としてはまだまだ削減の努力が必要であり，できる乙

とならばクローズド・システムへ向けての努力が望まれ

る。その他にも，処理施設の維持・管理については責任

をもって当たっているかを常時チェックするととは必要

であろう。乙れからの湖についての保全対策はとれまで

の水質の浄化というせまい視点を離れて，諏訪湖という

生態系の構造と機能の保全を目的としたものとすべきで

あろう。湖が正常であるという乙とは，湖としての構造

と機能が維持3れ，湖内の生物の再生産の場も確保され

なくてはならない。諏訪湖の場合には，その意味で沿岸

市の再生は早急K取組まれるべき課題である。沿岸帯の

再生は住民にとっても，諏訪湖らしさを取戻し，親水性

を回復する ζとでもある。湖の保全にとって，住民の湖

に対する愛着が重要であるととについては辻村教援の指

摘を紹介したが，今後の諏訪湖の保全計画κとっては何
としても取上げなくてはならない重要な課題の一つであ

る。それには，湖水側の水草帯の再生と同時に，陸側の

緑の創造は湖の景観の保全のためにも関係者に是非真剣

κ考えて貰いたいと ζろである。
諏訪湖の保全は，今回の「湖沼法Jによる水質の浄化
を超えた，集水域全域の生活環境の保全といった見地か

ら取組むべき課題であり，一つの地方の街づくりのあり

かたを示すものでもある。そのためには，住民の一致し

た心のよりどとろとして，住民自らによる住民憲章「諏

訪湖憲章」を制定するとともー案ではないだろうか。
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